
核医学診断／治療に関する特掲診療料の施設基準等 

第 9 リハビリテーション 認知症患者リハビリテーション料の施設基準 

 

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令和 6 年 3 月 5 日 厚生労働省告示第 59 号） 

「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」 

（令和 6 年 3 月 5 日 保医発 0305 第 6 号） 

 

告示 通知 

3 の３ 認知症患者リハビリテーション料の施設基

準 

(1) 認知症治療病棟入院料を算定する保険医療

機関又は認知症疾患医療センターであるこ

と。 

 

(2) 当該保険医療機関内に重度認知症患者に対

するリハビリテーションを行うにつき、十分

な経験を有する専任の常勤医師が 1 名以上

配置されていること。 

 

(3) 当該保険医療機関内に重度認知症患者に対

するリハビリテーションを担当する専従の

常勤理学療法士、常勤作業療法士又は常勤言

語聴覚士が 1 名以上配置されていること。 

 

(4) 当該患者について、リハビリテーション総合

計画評価料に規定するリハビリテーション

計画を月 1 回以上作成していること。 

 

(5) 重度認知症患者に対するリハビリテーショ

ンを行うにつき十分な専用施設を有してい

ること。 

 

(6) 重度認知症患者に対するリハビリテーショ

ンを行うにつき必要な器械・器具が具備され

ていること。 

 

第 47 の３ 認知症患者リハビリテーション料 

1 認知症患者リハビリテーション料に関する施設基

準 

(1) 認知症患者のリハビリテーションを行うに

つき、十分な経験を有する専任の常勤医師が

1 名以上勤務していること。なお、第 38 の

1 の(11)の例により、所定労働時間が週 22

時間以上の勤務を行っている非常勤医師（認

知症患者のリハビリテーションを行うにつ

き、十分な経験を有する医師に限る。）を専任

の常勤医師数に算入することができる。十分

な経験を有する専任の常勤医師とは、以下の

いずれかの者をいう。 

ア 認知症患者の診療の経験を 5 年以上有す

る者 

イ 認知症患者のリハビリテーションに関

し、適切な研修を修了した者 

なお、適切な研修とは、次の事項に該当す

る研修である。 

（※(イ)～(ニ)略） 

(2) 専従の常勤理学療法士、常勤作業療法士又は

常勤言語聴覚士が 1 名以上勤務しているこ

と。ただし、リハビリテーション・栄養・口

腔連携体制加算、地域包括医療病棟入院料、

回復期リハビリテーション病棟入院料及び

地域包括ケア病棟入院料を算定する病棟並

びに回復期リハビリテーション入院医療管

理料及び地域包括ケア入院医療管理料を算

定する病室を有する病棟における常勤理学

療法士、常勤作業療法士又は常勤言語聴覚士

との兼任はできない。なお、当該保険医療機

関において、認知症患者リハビリテーション

が行われる時間が当該保険医療機関の所定

労働時間に満たない場合には、当該リハビリ



テーションの実施時間以外に他の業務に従

事することは差し支えない。また、専従する

言語聴覚士がいる場合、第 7 部リハビリテー

ション第 1 節の各項目のうち専従の常勤言

語聴覚士を求める別の項目について、別に定

めがある場合を除き、兼任は可能であるこ

と。なお、第 38 の 1 の(12)の例により、専

従の非常勤理学療法士、専従の非常勤作業療

法士及び専従の非常勤言語聴覚士を常勤理

学療法士数、常勤作業療法士数、常勤言語聴

覚士数にそれぞれ算入することができる。 

(3) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練

室を有していること。専用の機能訓練室は、

当該療法を実施する時間帯において「専用」

ということであり、当該療法を実施する時間

帯以外の時間帯において、他の用途に使用す

ることは差し支えない。 

(4) 当該療法を行うために必要な専用の器械・器

具を対象患者の状態と当該療法の目的に応

じて具備すること。 

(5) 認知症疾患医療センターとは、「認知症対策

等総合支援事業の実施について」（平成 26 年

7 月 9 日老発 0709 第 3 号老健局長通知）に

おける、基幹型センター及び地域型センター

として、都道府県知事又は指定都市市長が指

定した保険医療機関であること。 

 

2 届出に関する事項 

(1) 認知症患者リハビリテーション料の施設基

準に係る届出は、別添 2 の様式 43 の 3 を用

いること。 

(2) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士その他の従事者の氏名、

勤務の態様及び勤務時間等を別添 2 の様式

44 の 2 を用いて提出すること。 

(3) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の平

面図を添付すること 

 

  


